
農業農村整備事業負担区分一覧表（補助率・採択基準の概要） R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

国
営

2/3 1000ha以上

(55)
50 30

20ha以上

62.5 27.5 10 -
10(5)ha
以上

50 30 -

50 30 -

50 50 -

50 50 -

62.5 37.5 -

(55)
50

25 100ha以上
(末端支配面積)

(55)
50

25 20ha以上

(55)
50

27.5 10ha以上

-

中心経営体（旧：高度経営体（又は特定高度経営体））へ農地集積するための
支援事業で、目標年度までに達成した実績に応じて促進費を交付。
　※競争力強化　･･･　事業費の最大12.5%を助成
　※農山交　　　　･･･　事業費の最大 7.5%を助成

 高度土地利用調整事業
　（指導事業）

農地集積についての指導・助言・啓発普及活動。

【農地耕作条件改善：要綱・要領】
【県営農地耕作条件改善：要綱・要領】

　・農地中間管理機構との連携概要を策定していること。
　・地域内農地集積促進計画を作成していること。
　・農地耕作条件改善計画を作成していること。
　・１地区当たりの受益者が２者以上であること。
　  (　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

　農地耕作条件改善事業

　
　
  農地整備事業

水田、畑地帯の生産基盤整備と経営体の育成・支援を一体的に実施する。
 ※競争力強化･･･農地利用集積率が要件となる事業の場合 50%以上集積
 ※農山交　　･･･　　　　　　　〃　　　　　　　　　　 30%以上集積

  農地集積促進事業

農地整備事業の実施を契機として、地域の中心となる経営体を育成・確保
し、農用地の利用集積を推進することで、産地収益力の向上による生産性の
高い農業の実現を図る。

県
　
営

・対象工種は区画整理、農用地造成。
　（ ）は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等
・事業対象農地の全てについて、農地中間管理権が設定
・農地中間管理機構の設定期間が事業計画の公告日から15年間以上
・事業対象農地の８割以上を事業完了後５年以内に担い手に集団化
・事業実施地域の収益性が完了後5年以内（果樹10年以内）に20％以上向上
・事業対象農地を構成する各団地は1ha以上（中山間地域は0.5ha以上）の連
坦化した農地等

　農地再編整備事業
耕作放棄地及び耕作放棄のおそれのある農地を一定割合以上含む地域にお
いて、区画整理を行う。

①生産基盤の整備
主
体
区
分

事業名等
負担区分（％）

受益面積 事業の内容、対象施設、採択基準等

　中心経営体農地集積促進事業
　（旧：高度経営体集積促進事業）
　（旧：特定高度経営体集積促進事業）

　経営体育成型

  【競争力強化農地整備：要領別紙1】
  【農山漁村整備交付金：要領別紙1-1,2】
  【水利施設保全高度化：要領別紙２】

(15)
20

・事業種類（農用排、農道、客土、暗渠排水、区画整理）のうち2以上（区画整
理、暗渠排水は単独可）の受益面積が20ha以上であること。
・「基盤整備関連経営体育成等促進計画等」が策定されること。
 (　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

　農地集積促進事業(機構関連型)
ほ場整備により整備された生産性の高い農地を、目標年度までに担い手に集
積するための活動を支援する。
　※機構関連型に限る

20

-

多種多様な生物が生息可能な空間及びネットワークの保全・整備。

　機構関連型

　　　【機構関連農地整備：要領別紙１】

・作業道の変更（新設は含まない。）
・全幅員 5m以上
・事業費 200万円以上

20 事業区域に既に設置されている高付加価値農業施設の撤去・移転。

　生態系保全空間整備事業

　農地集積促進事業(農地整備型)
ほ場整備により整備された生産性の高い農地を、目標年度までに担い手に集
積するための活動を支援する。
　※経営体育成型に限る

　高付加価値農業施設移転等事業

農地集積についての指導・助言・啓発普及活動。

-

・事業費 2,000万円以上で・換地を伴わないこと。
・受益地は概ね1(0.5)ha以上のまとまりを有する農地で構成されていること。
・受益面積が概ね10(5)ha以上であること。
・目標年度までにすべての受益地を担い手に集積すること。
・目標年度までに担い手の農地集団化率が向上し、８割以上となること。
・受益地内の高収益作物の作付面積(目標年度を含む前3年間の平均作付面
積)が受益面積の５%以上増加すること。

　農業用用排水施設
(20)
25

・農業用用排水（営農用水を含む。）施設の新設、廃止又は変更
・事業費 概ね2,000万円以上

　農作業道等
(20)
25

　区画整理
(17.5)
22.5

【競争力強化農地整備：要領別紙1】
【農山漁村整備交付金：要領別紙1-1,1-2】
【水利施設保全高度化：要領別紙２】

【機構関連農地整備：要領別紙１】

 高度土地利用調整事業
　（指導事業）



農業農村整備事業負担区分一覧表（補助率・採択基準の概要） R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

①生産基盤の整備
主
体
区
分

事業名等
負担区分（％）

受益面積 事業の内容、対象施設、採択基準等

　中山間地域総合整備事業

60〔20〕ha
以上

20ha以上

－

60ha以上

55 30 10ha以上

50 25 25 - -

50 25 25 - -

(55)
50

20

　農地集積促進事業

50 25 -

62.5 25 -

　農地造成 農用地の造成

・担い手に農地を集積するための土地利用調整に関する話し合いや農家の
意向調査等の農地利用に関する調整活動。

　農地集積促進事業(機構関連型)

・農地中間管理機構との連携概要を策定していること。
・地域内農地集積促進計画を作成していること。
・農地耕作条件改善計画を作成していること。
・１地区当たりの受益者が２者以上であること。
・事業費200万円以上
　　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域帯

・土地改良区が行う農家への土地利用調整活動や意向調査等を支援する。

客土、混層耕、除礫、心土破砕及び土壌改良

12.5

　土層改良

・土地改良区が行う農家への土地利用調整活動や意向調査等を支援する。

団
体
営

15
(20)

農業生産基盤（県営については、ほ場整備10haを含む）のみを実施。

　広域連携型

・過疎、山振、特定農山村地域の指定等を受けている市町村又はその地域を
含む市町村で、耕作放棄地が介在する地域。
・県営での実施要件として、高度な技術、緊急性、広域的調整等が必要な地
区であること。

【農山漁村整備交付金：要領別紙4-1】

過疎、山振、特定農山村地域の指定等を受けている市町村、又はその地域を
含む市町村のうち、農用地の主傾斜1/100以上の面積が50%以上占め、かつ
林野率が50%以上占める地域。
　(　)は、農業生産基盤以外の工種

集
落
型

　一般型

55 30
(25)

  農地耕作条件改善事業

・農業生産基盤と農村生活環境等の一体的整備を実施
・受益面積は２以上の生産基盤整備事業に係る受益面積の合計
　〔　〕は山間地域（林野率75%以上かつ主傾斜1/20以上が50%以上の区域）

　生産基盤型

県営農業農村整備事業を開始するために必要な事項について、整備対象と
する地域に必要な諸条件の現況把握等を行い調査及び計画策定を行う。

　農業農村整備実施計画策定事業
　　【競争力強化農地整備：要領別紙２】
　　【農山漁村整備交付金：要領別紙1-1】

・県営土地改良事業（農地整備事業等）の計画樹立に必要な調査設計

・県営中山間地域総合整備事業及び県営集落基盤整備事業の実施計画書
の実施計画策定に必要な調査設計
　※農業生産基盤整備に関する事業が対象

　農業農村整備事業計画調査費

　生活環境型 農村生活環境整備を中心に実施。

複数市町村に及ぶ広域地域を対象とする場合。

15

定
率
助
成

農地整備事業の実施を契機として、地域の中心となる経営体を育成・確保
し、農用地の利用集積を推進することで、産地収益力の向上による生産性の
高い農業の実現を図る。

・担い手に農地を集積するための土地利用調整に関する話し合いや農家の
意向調査等の農地利用に関する調整活動。

 高度土地利用調整事業
　（調査調整事業）

25

上記６項目以外の農用地の改良又は保全のために必要な事業

換地計画を定める農地整備事業実施予定地区における土地状況把握、換地
設計基準作成等　　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

【農地耕作条件改善：要綱・要領】

　区画整理 農用地の区画形質の変更-

暗渠の新設又は変更

　農業用用排水施設

(20)
15

農業用用排水（営農用水を含む。）施設の新設、廃止又は変更

　暗渠排水

　農作業道等 農作業道・進入路等の新設・変更

　農用地の保全

(25)
35

(55)
50

県
 

営

 高度土地利用調整事業
　（調査調整事業）

　農地環境整備事業
　　　　　【農山交付金：要領別紙4-1】

 農地集積促進事業
 　（農地整備型）

【競争力強化農地整備：要領別紙1】
【農山漁村整備交付金：要領別紙1-1,2】
【水利施設保全高度化：要領別紙２】

【機構関連農地整備：要領別紙１】

　経営体育成換地等調整事業
(25)
30

　農村集落基盤再編整備事業
　　（実施計画作成事業）
　　【農山漁村整備交付金：要領別紙4-1】



農業農村整備事業負担区分一覧表（補助率・採択基準の概要） R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

①生産基盤の整備
主
体
区
分

事業名等
負担区分（％）

受益面積 事業の内容、対象施設、採択基準等

　営農環境整備支援

　スマート農業導入支援

　管理省力化支援

　品質向上支援

　条件改善促進支援
(55)
50

　高収益作物導入支援
(55)
50

0 0
(45)
50

　指導
(55)
50

(20)
15

*

*

*

*

*

*

*

*

*

更新整備 *

　用水路 *

　排水路 *

　農作業道 *

　畦畔 *

　排水口 *

　特認事業 *

*

*

　中山間地域総合整備事業

　一 　般　 型
20〔10〕ha

以上

　生産基盤型 10ha以上

　 50 15 -

土水路からW300H300以上のコンクリート用水路への更新

-

水管理省力化、維持管理労力省力化

導入作物に応じた支援、情報化施工の活用

スマート農業に資する先進的省力化技術の実装

畦畔除去、均平作業等による区画拡大

30mm以上の石礫を５％以上含む農用地を対象に、深度30cm以上の除礫

(55)
50

(20)
15

(25)
35

  農業農村整備事業計画調査費

団体営調査設計事業
　　【農山漁村整備交付金：要領別紙1-1】

(25)
35

実施展示ほ場の設置・運営、高収益作物の導入及び定着推進、農業機械
リース、農地の良好な生産環境の維持及び条件整備

用地造成、営農飲雑用水施設・安全施設・農作物被害防止施設の整備、耕
作放棄地解消・発生防止のための簡易な整備

土地利用調整・農用地の利用集積の推進等に関する指導、地形図作成、農
用地等集団化、高付加価値農業施設移転等、農業機械維持補修

　田の区画拡大
　　（水路の変更を伴わないもの）

　畑の区画拡大
　　（水路の変更を伴うもの）

水路の変更（管水路化等）を伴って行う畦畔除去、勾配修正等による区画拡
大

　条件改善推進費

事業実施に関する技術的な指導・助言活動、施工実態の把握、外部監査等

湧水処理 湧水処理のための暗渠管等の新設

末端畑地かんがい施設 末端畑地かんがい施設の新設、廃止又は変更

　田の区画拡大
　　（水路の変更を伴うもの）

水路の変更（管水路化等）を伴って行う畦畔除去、均平作業等による区画拡
大

　畑の区画拡大
　　（水路の変更を伴わないもの）

畦畔除去、均平作業等による区画拡大

　暗渠排水 吸水渠（本暗渠管）の間隔が10m 以下の暗渠排水の新設

・農業生産基盤と農村生活環境等の一体的整備を実施する事業
・２以上の生産基盤整備事業に係る受益面積合計
　〔　〕は山間地域（林野率75%以上かつ主傾斜1/20以上が50%以上の区域）

区画整理事業に係る受益面積。

権利関係（水利権等）・農家意向・農地集積・基盤整備・水利用高度化の推
進、水田貯留機能向上等に関する調査・調整、実施計画策定、先進的省力化
技術導入

　高収益作物転換推進費 高収益作物転換プラン作成、営農定着推進

客土 耕土深15cm以下の農用地を対象に、層厚10cm以上の客土

畦畔の更新

排水口への桝の据付

更新する必要がある用水路等の整備

35
団体営農業農村整備事業を開始するために必要な事項について、整備対象
とする地域に必要な諸条件の現況把握等を行い調査及び計画策定を行う。

土水路からW500H500以上のコンクリート排水路への更新

未舗装道から幅４ｍ以上の舗装道への更新

その他地方農政局長等が特に必要と認めるもの

【農山漁村整備交付金：要領別紙4-1】

25
(30)

過疎、山振、特定農山村地域の指定等を受けている市町村、又はその地域を
含む市町村のうち、農用地の主傾斜1/100以上の面積が50%以上占め、かつ
林野率が50%以上占める地域。　　　　　(　)は、農業生産基盤以外の工種

団
体
営

定
率
助
成

集
落
型

55 20
(15)

除礫定
額
助
成



R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

70

2/3

2/3

2/3 -

　水利施設整備事業

　かんがい排水事業 50 25
200(100)［60］

ha以上

　基幹水利施設ストックマネジメント事業 50 25
法事業は100
（20）ha以上

(55)
50

25
末端100ha

以上

(55)
50

25 20(10)ha以上

50 50 -

50 50 -

100 -
100ha以上

(末端支配面積)

　農村地域防災減災事業

　ため池整備事業

大規模 55 25 100ha以上 ・総事業費　8,000万円以上

小規模
(55)
50

25 10ha以上

水利施設整備事業の実施を契機として、地域の中心となる経営体を育成・確保
し、農用地の利用集積を推進することで、産地収益力の向上による生産性の高
い農業の実現を図る。

・総事業費　800万円以上
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村
　ただし、指定棚田地域については当該地域を含む市町村の直近の財政力指
数が0.5を超える場合は、当該地域のみに限る。

・中心経営体（旧：高度経営体（又は特定高度経営体））へ農地集積するための
支援事業で、目標年度までに達成した実績に応じて促進費を交付
　※保全高度化　･･･　事業費の最大１２．５%を助成
　※農山交　　　　･･･　事業費の最大　７．５%を助成

 ため池整備工事
　　【防災減災：要領別紙３】
　　【農山交付金：要領別紙

６】

　農業水利施設保全合理化事業
　　　【水利施設保全高度化：要領別紙３】

②水利施設の保全管理

国
　
営

上記に該当しないダム及び末端支配面積が1,000（畑300）ha以上の頭首工、用
排水機場、排水樋門、用排水路

事業の内容、対象施設、採択基準等

3,000
(1,000)ha以上

(　) は畑地

県
　
営

【水利施設保全高度化：要領別紙１】
【農山漁村整備交付金：要領別紙２】
【水路等長寿命化・防災減災：要領別表１】

負担区分（％）主
体
区
分

農業水利施設の整備や長寿命化対策、水利用の効率化・水管理の省力化に向
けた整備等を行い、高収益作物の導入や担い手への農地集積・集積化等を推
進する。

・水管理の省力化のための農業用用排水施設の整備等により担い手への農地
集積・集約化を促進
・水利施設等保全高度化整備計画の作成が必要
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

農業用用排水施設等に関する機能保全計画(機能診断を含む)の策定
 (採択年度R7まで)

受益面積

末端支配面積5,000（畑2,000）haかつ有効貯水量7,000（畑2,000）千m3以上のダ
ム。5,000（畑2,000）ha以上の頭首工、排水機場、排水樋門

　かんがい排水事業（基幹施設）

　かんがい排水事業（一般施設）

事業名等

　国営造成土地改良施設整備事業

かんがい排水事業（基幹施設）以外の施設

・国営事業で造成された施設のうち、ダム、頭首工、用排水機場、幹線水路等
の基幹的な施設
・総事業費10億円以上

農用地、農業用施設に対する自然災害による被害を未然に防止し、農業生産
の維持及び農業経営の安定を図るとともに、国土保全、暮らしの安全を確保す
る。

機能低下したため池を整備することにより、決壊や崩壊を防ぎ、下流の農用地
を守るとともに、宅地や公共用施設の被害を防止する。

・農地集積に向けた指導・助言・啓発普及活動への支援

・基幹的農業水利施設の新設・変更 (施設機能向上を主な目的とするもの)
・末端支配面積100(20)ha以上
　(　)は畑地、［　］は区画整理関連

・給水栓、ゲート、分水工等の自動化等の管理省力化のための農業用用排水
施設の整備、並びに水管理施設、維持管理施設、安全施設等の農業用用排水
施設に附帯する施設の整備　　　　　　・事業費 2,000万円以上
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

水利施設整備により整備された生産性の高い農地を、目標年度までに担い手
に集積するための活動を支援する。

-
　中心経営体農地集積促進事業
　（旧：高度経営体集積促進事業）
　（旧：特定高度経営体集積促進事業）

・県営造成施設に関する機能診断及び機能保全計画の策定
・国営・県営造成施設における機能保全計画等に基づく対策工事の実施
・国営・県営造成施設において発生した突発的事故に対する緊急工事の実施
　　(　)は畑地

　農地集積促進事業
　　　（水利施設整備型）

【水利施設保全高度化：要綱別表２】
【農山漁村整備交付金：要領別紙２】

25

25

(20)
25

(20)
25

20

(20)
25

-

　農業水利施設保全合理化事業
　 （管理省力化施設整備事業）

　水利施設整備事業
　 （農地集積促進型）

 高度土地利用調整事業
　（指導事業）

-

【農村地域防災減災：要領別紙３】

　農地集積促進事業



R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

②水利施設の保全管理

事業の内容、対象施設、採択基準等

負担区分（％）主
体
区
分

受益面積事業名等

　用排水施設等整備事業

大規模 55 22.5 400ha以上 ・総事業費　5億円以上

小規模
(55)
50

25 30ha以上

大規模 55 25 400ha以上 ・総事業費　8,000万円以上

小規模
(55)
50

25 20ha以上

　農業用河川工作物等応急対策事業

55 37 -

(55)
50

(37)
42

-

(55)
50

(27)
32

-

(55)
50

32 20(10)ha以上

40 36 - 24 3,000ha以上

30 30 20 20 1,000ha以上

50 25 25 - -

　水利施設整備事業

　かんがい排水事業
(55)
50 15

5ha以上

(25)
20

末端100ha以上
単体施設

(20)
15

末端10ha以上

(55)
50

(20)
15

5ha以上

県
　
営

団
　
体
　
営

(20)
25

　湛水防除事業
　　【防災減災：要領別紙４】
　　【農山交付金：要領別紙

６】

・総事業費　800万円以上
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村
　ただし、指定棚田地域については当該地域を含む市町村の直近の財政力指
数が0.5を超える場合は、当該地域のみに限る。

・総事業費　5,000万円以上
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村
　ただし、指定棚田地域については当該地域を含む市町村の直近の財政力指
数が0.5を超える場合は、当該地域のみに限る。

20

農業水利施設の整備や長寿命化対策、水利用の効率化・水管理の省力化に向
けた整備等を行い、高収益作物の導入や担い手への農地集積・集積化等を推
進する。

道府県が管理する国営造成施設で一定規模以上の排水機場、防潮水門、ダ
ム、及び頭首工を対象とした管理事業。　非農地率：20%以上

・県、市町村が土地改良区と連携しつつ基幹的な国営造成施設の公共・公益的
機能を強化した管理事業で、ダム、頭首工、排水機場、揚水機場、排水樋門及
び幹線用排水路を対象とする。　　非農地率：10%以上

(25)
35

築造後における自然的・社会的状況や立地条件の変化等により、湛水被害等
を生ずるおそれのある地域において、用排水施設の変更、新設又は改修によっ
て被害を防止する。

・県営事業（水利施設等保全高度化事業等）の計画樹立に必要な調査設計

・総事業費　800万円以上
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村
　ただし、指定棚田地域については当該地域を含む市町村の直近の財政力指
数が0.5を超える場合は、当該地域のみに限る。

築造後の自然的・社会的状況の変化で脆弱化したことにより、農地・農業用施
設及び公共用施設等に被害を与えるおそれのある農業用河川工作物につい
て、改修、補修を行う。

【農村地域防災減災：要領別紙７】
【農山漁村整備交付金：要領別紙６】
【水路等長寿命化・防災減災：要領別表１】

大規模

・農業水利施設の新設または変更(施設機能向上を主な目的とするもの)。
・事業費200万円以上
　 (　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

　農業農村整備事業計画調査費

(20)
25

　農業農村整備実施計画策定事業
 　【水利施設保全高度化：要領別紙４】

小規模

(30)
35

(20)
30

小規模

　基幹水利施設管理事業(特別型)

18

・給水栓、ゲート、分水工等の自動化等の管理省力化のための農業用用排水
施設の整備、並びに水管理施設、維持管理施設、安全施設等の農業用用排水
施設に附帯する施設の整備。　　・事業費200万円以上
　 (　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

　土地改良施設突発事故復旧事業
(13)
18

総事業費200万円以上。自然災害によらない事由によって生じた土地改良施設
の損壊等（突発事故）を迅速に復旧する。
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村

　地域農業水利施設ストックマネジメント事業

・団体営造成施設等に関する機能診断、機能保全計画の策定
・団体営造成施設等に係る機能保全計画等に基づく対策工事の実施
・団体営造成施設等において発生した突発的事故に対する緊急工事の実施
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

県営農業農村整備事業を開始するために必要な事項について、整備対象とす
る地域に必要な諸条件の現況把握等を行い調査及び計画策定を行う。

　用排水施設整備事業
　　【防災減災：要領別紙４】
　　【農山交付金：要領別紙６】

8

・総事業費　5,000万円以上
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村
　ただし、指定棚田地域については当該地域を含む市町村の直近の財政力指
数が0.5を超える場合は、当該地域のみに限る。

・総事業費　1億円以上8

【農村地域防災減災：要領別紙４】

【水利施設保全高度化：要領別紙１】
【農山漁村整備交付金：要領別紙２】
【水路等長寿命化・防災減災：要領別表１】

　基幹水利施設管理事業

(55)
50 (25)

35

　農業水利施設保全合理化事業
　（管理省力化施設整備事業）

22.5



R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

②水利施設の保全管理

事業の内容、対象施設、採択基準等

負担区分（％）主
体
区
分

受益面積事業名等

　農地集積促進事業

(55)
50

25 -

100 - - -
10ha以上

(末端支配面積)

30 30 - 40 -

60 20 - 20 -

50 25 25 - -

50 50 - - -

50 - - 50 -

(55)
50

(37)
42

-

(55)
50

(27)
32

-

(55)
50

25 20(10)ha以上

100 - -

　ため池整備事業

100 -

(55)
50

25

団
　
体
　
営

　土地改良施設維持管理適正化事業

水利施設整備により整備された生産性の高い農地を、目標年度までに担い手
に集積するための活動を支援する。　　　※農地集積促進型に限る。

・農業用用排水施設等に関する機能保全計画(機能診断を含む)の策定
　(採択年度R7まで)

 土地改良区体制強化事業

①国営造成施設のうち特に大規模で操作が複雑、高度の施設について、予定
管理者である土地改良区等の操作技術の修得と操作体制の整備を図る。
・国営事業完了の２年前から２年間実施。
②国営造成施設及びこれと一体不可分な国営附帯県営造成施設を管理する土
地改良区等の管理体制を整備する。
ア　管理体制整備計画の策定
イ　管理体制整備の推進活動
ウ　管理体制の整備・強化に対する支援
※ア、イについては県営

土地改良区の施設・財務管理の強化、統合整備の推進、研修・人材育成等、土
地改良区の体制強化のため、栃木県土地改良事業団体連合会及び土地改良
区が行う業務。

土地改良施設の定期的な整備補修で１地区当たり200万円以上。

 高度土地利用調整事業
　（調査調整事業）

(20)
25

　農業水利施設保全合理化事業
　　【水利施設保全高度化：要領別紙３】

　①操作体制整備型

　②管理体制整備型

　国営造成施設管理体制整備促進事業

担い手に農地を集積するための土地利用調整に関する話し合いや農家の意向
調査等の農地利用に関する調整活動。
  (　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等

　農地集積促進事業（水利施設整備型）
【水利施設保全高度化：要綱別表２】
【農山漁村整備交付金：要領別紙２】

水田・畑地帯の生産基盤整備と経営体の育成・支援を一体的に実施する。
 ※保全高度化･･･農地利用集積率が要件となる事業の場合 50%以上集積
 ※農山交　　･･･　　　　　　　〃　　　　　　　　　　 30%以上集積

農用地、農業用施設に対する自然災害による被害を未然に防止し、農業生産
の維持及び農業経営の安定を図るとともに、国土保全、暮らしの安全を確保す
る。
　(　)は振興山村・過疎地域・特定農山村・指定棚田地域等を含む市町村
　ただし、指定棚田地域については当該地域を含む市町村の直近の財政力指
数が0.5を超える場合は、当該地域のみに限る。

-

防災重点農業用ため池の防災工事を効果的に実施するため、劣化状況評価及
び地震・豪雨耐性評価を行う。

　土地改良施設突発事故復旧事業

・総事業費　800万円以上

小規模

【農村地域防災減災：要領別紙３,17】
【水路等長寿命化・防災減災：要領別表２】

2ha(-)以上
( )は長寿命化

土地改良施設の管理者が保管するPCB廃棄物の確実かつ適正な処理を促進
するため、処理施設までの収集運搬等のほか、新たに対応が必要となるPCB
含有塗膜調査等に要する経費を助成する。

(20)
25

総事業費200万円以上。自然災害によらない事由によって生じた土地改良施設
の損壊等（突発事故）を迅速に復旧する。

小規模 18

・総事業費　5,000万円以上

・耐震性の向上や豪雨による決壊防止のための工事、築造後における自然的・
社会状況の変化等に対応するために必要な工事及び施設長寿命化計画に基
づき行う工事
・総事業費800万円以上

　震災対策農業水利施設整備事業

　農村地域防災減災事業

農業用河川工作物等応急対策事業
【農村地域防災減災：要領別紙７】
【農山漁村整備交付金：要領別紙２】
【水路等長寿命化・防災減災：要領別表２】

 土地改良施設PCB廃棄物処理促進対策事業

2ha以上

100 - -

築造後の自然的・社会的状況の変化で脆弱化したことにより、農地・農業用施
設及び公共用施設等に被害を与えるおそれのある農業用河川工作物につい
て、改修、補修を行う。

2ha以上

8

　農業用ため池防災減災対策推進事業
    　【農村地域防災減災：要領別紙17】

-

-
・「防災重点農業用ため池」に係るハザードマップを作成し、関係住民に速やか
に周知することで、緊急時の迅速な避難行動につなげる。
・「防災重点農業用ため池」が対象

農業用ため池の防災・減災力の向上を図る施設整備、防災環境整備やため池
の廃止のための工事を行う。

(55)
50

15
(30)
35

　ため池整備事業

・ため池の防災機能を確保するために必要な施設の整備更新や災害を未然に
防止するための水位計、監視カメラ等の観測機器のを設置
・堤体の開削や埋立てによる、ため池の廃止工事の実施
・決壊や崩壊によって発生する下流の農用地及び宅地等の被害を未然に防止
するため、機能低下した「防災重点農業用ため池」の防災工事を実施する。
※　農村防災・・・防災重点農業用ため池であること
※　長寿命化・・・総事業費200万円以上

(20)
25

　防災重点農業用ため池
　緊急整備事業

　農業用排水機場
　非常用電源対策事業費

(55)
50

15
(30)
35

・農業用排水機場における非常用電源の導入を促進し、豪雨や台風時の停電
による排水ポンプの稼働停止を防止することによって、内水氾濫による水害リス
クの軽減を図る。
・総事業費200万円以上
・事業工期３年以内



R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

②水利施設の保全管理

事業の内容、対象施設、採択基準等

負担区分（％）主
体
区
分

受益面積事業名等

50 25 -

50 15 -

50 15 -

団
　
体
　
営

　農業農村整備事業計画調査費
県営農業農村整備事業を開始するために必要な事項について、整備対象とす
る地域に必要な諸条件の現状把握等を行い調査及び計画策定を行う。

35

　水利用調整

・農業用施設や農村防災施設等の機能診断等の調査を行い、施設整備の優先
度を決定し、効果的に安全対策を行うための整備計画を策定する。

35
・農業用水の安定的確保のため、許可水利権の新規・更新に必要な水利用調
整に係る調査調整を行う。
・最大取水量１t/s以上、または、かんがい面積300ha以上。

　農村地域防災減災事業計画調査費

　農業用ため池治水活用推進事業費 25

・農業用ため池の治水活用に向け、農業用ため池の決壊防止と下流域の水害
リスクの軽減に資する低水管理の取組に対する補助。
・総貯水量10,000㎥以上
・行政管理以外のため池

　農村防災力強化事業費



R5.12 農地整備課

国 県 市町 地元

1/2
(1/3)

1/4
(1/3)

-

50 25 25 - -

④地域資源の活用、農村生活環境の整備

国 県 市町 地元

県
　
営

50
25
(20)

-

50 15 -

50
 15
(10)

-

50 - -

50 - -

50 - -

③農村環境の保全

受益面積 事業の内容、対象施設、採択基準等

受益面積 事業の内容、対象施設、採択基準等

・農業生産基盤と生活環境の整備を含む総合的な整備内容であること。（農業生
産基盤が整備済み又は整備予定の地区を除く）
・「農村振興基本計画」に基づいた事業計画が策定されていること。
　　(　)は農業生産基盤以外の工種

・土地改良施設等の維持管理費の節減が見込まれること。
・事業により整備した施設の適正な維持管理が行われること。

事業名等

負担区分（％）

1/4
(1/3)

中山間地域等直接支払事業

負担区分（％）

・同一市町村内において公共下水、農業集落排水、浄化槽の施設整備を相互に
実施し、効率的な汚水処理施設の普及促進を図ること。
・農業振興地域（これと一体的に整備することを相当とする地域を含む）内の農業
集落を対象として、受益戸数が20戸以上。（1,000人以上は所要の協議が必要）
・「地域再生計画」を策定し、汚水処理施設の整備に関する事項を位置付けるこ
と。

（１）法指定地域（特定農山村法、山村振興法、過疎法）
 ①通常基準
 　・急傾斜農用地（田：1/20以上、畑、草地：15度以上）　など
 ②市町村長の判断により対象となる農地
 　・緩傾斜農用地（田：1/100以上1/20未満、畑、草地：８度以上15度未満）など
（２）特認地域
    法指定地域に隣接する市町村または農林統計上の中間及び山間農業地域で
急傾斜農用地及びそれと連担する緩傾斜農用地。
　　　(　)は特認地域

・農地維持支払
　　：水路、農道、農地法面等の機能を維持するための活動を支援
・資源向上（共同活動）
　　：水路、農道等、地域資源の質的向上を図る共同活動等の取組を支援
・資源向上（施設の長寿命化のための活動）
　　：老朽化が進む農業用水利施設等の補修、更新など施設の長寿命化に
　　　向けた活動を支援

・農業生産基盤と生活環境の整備を含む総合的な整備内容であること。（農業生
産基盤が整備済み又は整備予定の地区を除く）
・「農村振興基本計画」に基づいた事業計画が策定されていること。
　　(　)は農業生産基盤以外の工種

25
(30)

35

50

 35
(40)

主
体
区
分

そ
　
の
　
他

主
体
区
分

事業名等

　農村振興総合整備事業
　　【農山漁村地域整備交付金：要領別紙4-1】

　農村振興総合整備事業
　　【農山漁村地域整備交付金：要領別紙4-1】

多面的機能支払事業

　地域用水環境整備事業
　　（小水力発電施設整備）
　　【農山漁村地域整備交付金：要領別紙２】

　汚水処理施設整備交付金

団
　
体
　
営

　農業集落排水事業
　【農山漁村地域整備交付金：要領別紙4-1】

50

・過去に整備した農業集落排水施設を対象として、最適整備構想に基づく計画的
な老朽化対策等を実施し、施設の長寿命化を図ること。
・農業集落を対象として、整備（ハード）の場合は、受益戸数20戸以上。
・機能強化（ハード）の場合は、200万円以上。

50

・過去に整備した農業集落排水施設を対象として、維持管理適正化計画に基づく
維持管理の効率化・適正化に向けた施設の整備等を行い、施設の長寿命化・ライ
フサイクルコストの低減を図ること。
・強靱化（ハード）の場合は、改築費200万円以上、定住人口500人以上等。
・高度化（ハード）の場合は、改築費200万円以上、維持管理の効率化・適正化に
向けた省エネや管理システムの新技術導入等。

　農業集落排水事業
　【農村整備事業：要領別紙１】
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国 県 市町 地元

　 - 50 50 - -

　かんがい排水事業 -
35
(45)

20
以上

45
(35)

1.0(0.5)ha
以上

　圃場整備事業 -
35
(45)

20
以上

45
(35)

1.0(0.5)ha
以上

　農道整備事業 -

20～
40

(30～
50）

20
以上

60～
40

(50～
30)

1.0ha以上

　農作業条件整備 -
35
(45)

20
以上

45
(35)

1.0(0.5)ha
以上

- 50
20

以上
30 -

-
50
35

20
以上

30
45

1.0ha以上

農業水利施設機能診断事業 - 50 1.0ha以上

　 県単換地等調整事業 - 50 50 -

負担区分（％）

土地改良事業計画調査費

・農道整備（L=100m以上、全幅員3.0m以上）、安全施設付帯施設。
・市町の財政力指数により県負担が変動。
　　(　)は過疎、山振。

⑤県単事業

受益面積 事業の内容、対象施設、採択基準等

県営土地改良事業の計画樹立に必要な調査設計

事業名等

主
体
区
分

用排水施設、安全施設
　　(　)は旧市町村単位の林野率50%以上。

県
営

団
　
体
　
営

　農業農村整備事業計画調査費　

　県単農業農村整備事業

　農村環境整備事業

圃場整備、圃場整備関連農業施設移設、暗渠排水、土層改良、農用地の造
成、畑地整備。
　　(　)は、旧市町村単位の林野率50%以上。

国の補助対象とならない受益面積100ha未満の施設の機能診断。事業費100
万円以上。

　農業農村整備事業計画調査費　

換地計画を定める農地整備事業実施予定地区における土地状況把握

小規模な農業農村整備事業に補助。事業費30万円以上。

農村環境施設、農業集落道、農業集落排水、営農飲雑用水施設、水質保全
施設、農村景観形成、伝統的農業用施設整備、生態系保全施設整備、未利
用資源利活用施設整備。

圃場入り口の新設及び改修、畦畔小段、防護柵等。
　　(　)内は旧市町村単位の林野率50%以上。

農
業
生
産
基
盤
整
備
事
業

　農業用施設管理事業
・農地防災整備（県補助率50％）。
・施設機能維持回復、管理省力化施設整備。

50


